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第１章 この１年間の地域経済の歩み 

 

 

第１節 地域経済動向の概観 

 

１． 地域経済の動向：景気は上向き傾向から弱めの動きへ 

 

我が国の景気は、2011 年３月 11 日に遭遇した東日本大震災及びその後発生した困難に直面し

つつも 2012 年に入り持ち直しに向かった。2011 年４月にはサプライチェーンの寸断や電力供給

の制約、原子力災害等を通じ東日本大震災の影響は甚大であったが、復旧が進むとともにこうし

た影響は小さくなった。その後、夏頃には欧州政府債務危機が再燃、円高も進行し、秋にはタイ

の洪水の影響も加わって、景気は一時停滞気味であったが、2012 年に入るとこうした要因の剥落、

エコカー補助金に伴う自動車関連の生産増加などもあって景気回復の動きが明確化しつつあった。 

しかしながら、2012 年の年央には、世界経済の減速を背景とした輸出の減少、エコカー補助金

の効果の剥落等から生産の減少が続き、個人消費についても乗用車販売を中心に停滞するなど、

景気に弱めの動きがみられるようになった。また、2012 年９月に発生した尖閣諸島をめぐる状況

の影響により中国からの旅行者の減少といった販売への影響の他、輸出、生産等への影響が懸念

されている。このような全国の動きに伴って、地域特性による差はあるにせよ、各地域において

も景気の変動が生ずることになる。 

この１年間を振り返り、地域経済に影響を与えたとみられる主な事象は付表１のとおりである。

このうち、2011 年３月に発生した東日本大震災からの復旧・復興の影響に関しては第２章で詳細

を述べることとし、以下では、地域経済に大きな影響を与えたそれ以外の事象をいくつか取り上

げ、紹介する。 
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２． この１年の主な事象 

 

まず、地域横断的な事象としては、以下のものがあった。 

 

（欧州の政府債務危機を背景とする世界経済の減速） 

2011 年半ば以降、南欧諸国等の財政自体に対する金融市場の信用不安が再燃したほか、その影

響は債券市場等を通じてヨーロッパの金融システムにも波及した。11年末以降行われた欧州中央

銀行（ＥＣＢ）による３年物資金供給オペ（ＬＴＲＯ）や 12年に入り行われたギリシャ支援の決

定や安全網の強化等の取組により緊張は幾分和らいだものの、スペイン財政・金融システムに対

する懸念やギリシャの政治情勢の不透明さ等から市場の根強い懸念を払拭するには至らなかった。

その後、ＥＣＢによる新たな国債買取プログラム（ＯＭＴ）の発表や、ＥＳＭ（欧州安定化メカ

ニズム）の発足、銀行同盟や財政同盟に関する議論の進展など、欧州政府債務危機解決に向けた

取組が現在も行われているところである。 

この危機に伴い、欧州では、政府の財政緊縮や、金融機関の資金調達環境の悪化、企業・消費

マインドの低下等が実体経済に影響を与え、経済成長を低下させた（第１－１－１図）ほか、ア

ジア地域では欧州等への輸出減を通じ景気の拡大テンポの鈍化がもたらされた。また、日本では

欧州向けのみならずアジア経由の欧州向け輸出の低下を通じた生産や投資が下押しされるといっ

た影響が発生した（第１－１－２図）。 

（備考）OECD Stat掲載データより作成

第１－１－１図　実質ＧＤＰ成長率の推移（先進国）
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（採算円レートを超える円高及び空洞化懸念） 

 米国等の世界経済の減速懸念や欧州政府債務危機等を背景に、2011 年７月頃から円高が急速に

進行し、2011 年 10 月 31 日には一時１ドル＝75円 32 銭の戦後最高値をつけた。その後、欧州債

務危機に対する懸念の緩和や米国経済指標の改善を背景に、３月下旬に一時 84円台をつけるまで

円安方向に推移したが、４月以降欧州政府債務危機の再燃に対する懸念や米国経済指標等を背景

に円高方向に振れている（第１－１－３図）。 
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（円／米ドル）

（備考）１．景気対応検討チーム「『円高への総合的対応策』の進捗評価中間報告」掲載資料を当担当にてリバイス。

　　　　２．日本銀行統計より作成。

　　　　３．対ドル名目為替レートはインターバンク直物中心相場（月中平均）

第１－１－３図　　為替レートの推移
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円安
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米国雇用統計

（１月分）公表

2012/4/6
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（３月分）公表
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ギリシャの再総選挙の結果、
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2011 2012

2012/4/27
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2012/7/12
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ＩＭＦが280億ユーロ規模の
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 内閣府が実施している「企業行動に関するアンケート調査」（2011 年 12 月）によると（第１－

１－４図）、採算円レートは全産業平均で 82.01 円となっているが、調査時点での円レートである

77.9 円を上回っており、輸出主導型産業を中心に厳しい経営環境をもたらしている。 
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（備考）１．内閣府「平成23年度企業行動に関するアンケート調査」より作成。

　　　　２．「予想円レート」は階級値平均、

　　　　　　「採算円レート」は輸出を行っている企業のみ実数値平均。

第１－１－４図　産業別・資本金規模別１年後の予想円レート及び採算円レート
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 こうした為替レートの動きもあって、いわゆる空洞化への懸念が広がっている。「産業空洞化」、

「産業の空洞化」を含む記事件数をみると、記事件数には、プラザ合意が結ばれた1985 年以降の

27 年間に、2011年前後の今回も含めて４回のピークがみられる（第１－１－５図）。今回（2011 年

後半のピーク）は、1995 年のピークに次いで記事の件数が多く、2002年前後のピークよりもおお

い。また、これら４回のピークは、2002年前後のピークを除き、概ね円が対ドルで増価している時

期にあたることがわかる。内閣府「景気ウォッチャー調査」に寄せられた海外シフトに関連するコ

メント数をみても、「空洞化」懸念に関する記事件数が前回多かった2001年後半から2002年後半ま

での時期に比べ、今回（2011年後半から2012年前半までの時期）の方が、海外シフト関連のコメン

ト数が多い（第１－１－６図）。このことから、マスコミ等の報道だけではなく、現場の実感にお

いても、今回ピーク時の方が前回ピーク時より「空洞化」に対する懸念が強いと考えられる。海外

生産比率の上昇は趨勢的な現象であり、今に始まったことではないが、こうした中、地域経済の支

え手となってきた製造工場の海外移転が引き続き生じている（第１－１－７図）。 
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（備考）１．日本経済新聞、日経産業新聞、日経MJ（日経流通新聞）の各紙を対象とした、日経テレコンの検索による、「産業空

　　　　　　洞化」、「産業の空洞化」を含む四半期ごとの記事件数。2012年第３四半期は、７-８月期の件数を四半期換算した。

　　　　２．円ドルレートはBloombergによる。

　　　　３．灰色のシャドー部分は景気後退期、水色のシャドー部分は東日本大震災直後を表す。

第１－１－５図　「空洞化」に関するニュース件数と円ドルレート
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（備考）内閣府「景気ウォッチャー調査」より作成。

第１－１－６図　景気ウォッチャー調査における「海外シフト」関連のコメント数推移
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(備考)１．主要新聞各紙等から作成。
　　　２．図の（　）内に記載されている年月は報道が行われた時期。

第１－１－７図　「空洞化」懸念につながる最近のニュース事例

【造船Ａ社（2012年2月）】

これまで国内主力拠点（有明工
場）で製造していた石化プラント
用機器をインドでも生産。

【総合電機メーカーＢ社）（2012年4月・5月）】

携帯電話端末の生産の海外への全面移管及び携帯
電話部門の人員約1,000人の削減を検討。

【自動車Ｃ社（2012年7月）】

福岡県で生産する多目的スポーツ車の一
部生産を2013年、2014年にもアメリカ、
カナダに移管の方針。 【照明器具Ｄ社（2012年7月）】

照明関連機器を製造する国内４工場（山形
県長井市、山形県飯豊町、茨城県常総市、
茨城県つくばみらい市）を閉鎖、中国の工
場に生産を移管。

【一般機械Ｅ社（2012年7月）】

農業機械用の油圧機器製造のため、
タイに新工場を建設。日本向けの
輸出を視野に。

【金属Ｆ社（2012年9月）】

情報機器向け部品を製造する鳥取工
場の生産規模を縮小、中国やタイに
ある海外工場に生産設備を移管。

 
 

 この間、政府としては、2011 年 10 月 21 日に「円高への総合的対応策」を閣議決定しその着実

な推進を図っている。 

 

（日本の生産にも影響を与えたタイの洪水） 

タイ北部には通常接近しない台風が 2011 年上半期には５個上陸したことにより、チャオプラヤ

川上流で大量の降雨が発生した。大水は堤防を決壊させた上で３か月以上かけて平野を下り、2011

年 10 月にはタイ中央部に到達、歴史的大洪水を発生させた。この洪水により、タイ中央部に位置

する７つの工業団地、約 850 社（うち約 450 社が日系企業）が水没した（第１－１－８図）。水没

した企業は数カ月の操業停止を余儀なくされた他、直接的被害のない企業にも調達先から部品が

来ない納品先が被災し、稼働を停止するなどの間接的被害が生じた。このため 2011 年第４四半期

を中心に日本の生産が減少するなどの影響が生じた。 
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企業数

(全／日系)

サハ・ラタナ・ナ

コン工業団地
42/35

芝浦電子、味の素カルピ

ス、丸順

10/5冠水

12/4排水

10/8冠水

11/28排水

ハイテック工業団

地

143/7割（約

100)

キヤノン、味の素冷凍食

品、HOYA

10/13冠水

11/25排水

バンパイン工業団

地
84/30

ミネベア、テイジン、明

電舎

10/15冠水

11/17排水

ファクトリーラン

ドワンノイ
93/7

 東洋精密機工、エヌビー

精密

10/16冠水

11/16排水

ナワナコン工業団

地
190/104

パナソニック、東芝スト

レージデバイス、クボ

タ、セイコー

10/18冠水

12/8排水

バンガディー工業

団地
34/28 東芝、ソニー、グリコ

10/20冠水

12/4排水

（備考）ジェトロバンコク事務所資料より作成。

ロジャナ工業団地

第１－１－８図　タイ洪水により浸水した工業団地及び日系企業数、主要企業

218/147
ホンダ、ケイヒン、ニコ

ン、日立コンプレッサー

工業団地名 主要企業 状況

 

 

 

（中国経済減速と尖閣諸島をめぐる状況の影響） 

中国は高成長を持続しており、2008 年の世界金融危機以降も９％を超える成長率を維持してき

た。しかしながら、不動産市場の過熱や地方政府の潜在的債務問題等、成長の原動力となってき

た投資が国内経済にもたらした様々なひずみが顕在化しつつある。こうした状況に対応するため

中国では、不動産価格抑制策など所要の政策措置を取ってきたが、結果として投資を中心とする

内需の減速を招くこととなった。また、前述したような欧州経済の減速を背景に、輸出について

も伸びが低下してきており、内外需の両面から景気拡大テンポが鈍化している。 

こうした状況に加え、2012 年９月 14 日の尖閣諸島国有化をきっかけとして日中間の旅行のキ

ャンセルが発生し観光業等に影響を与えている他、日本ブランドの製品に対する不買運動なども

あって、本邦企業の現地生産や日本からの輸出業に影響が及びつつある。 

 

（万人） （万人）

（備考）日本からの訪中客数はＪＴＢ総合研究所ホームページ、

　　　　中国からの訪日客数は日本政府観光局（ＪＮＴＯ）ホームページより作成。

第１－１－９（１）図　訪日外客と日本人出国者の推移
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北京、上海、成都などで

大規模な反日デモ

10年10月

尖閣諸島沖での

漁船衝突事件
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（備考）１．財務省「貿易統計」より作成。

　　　　２．経済産業省「海外事業活動基本調査」より作成。

国別シェア（2011年） 国別売上シェア（2010年度）

日本企業の海外法人の

第１－１－９（２）図　日本からみた中国のプレゼンス

日本の輸出金額の

国別シェア（2011年）

日本の輸入金額の

19.7％

15.3％

11.6％

14.9％

38.5％
その他

ASEAN

EU

アメリカ

中国
19.0％

26.7％

16.0％

19.0％

19.4％

21.5％

8.7％

9.4％

14.6％

45.8％

日本から

中国への輸出金額

12兆9,022億円

日本の

中国からの輸入金額

14兆6,419億円

         

（備考）１．中国海関総署「中国海関統計」より作成。

　　　　２．中国商務省提供のデータベースより作成。

第１－１－９（３）図　中国からみた日本のプレゼンス

中国の輸出金額の 中国の輸入金額の 中国の対内直接投資

国別シェア（2011年） 国別シェア（2011年） （2011年）

7.8％

17.1％

18.7％

15.2％

41.2％

その他

ASEAN＋韓国

＋台湾

EU

アメリカ

日本

5.5％

2.0％

60.8％

5.3％
1.9％

24.6％

11.2％

7.0％

12.1％

27.6％

42.1％

中国から

日本への輸出金額

1484.3億ドル

中国の

日本からの輸入金額

1947.0億ドル

シンガポール

台湾

香港

 

 

 

次に、個別の地域に特に大きな影響を与えた事象としては、以下のものがあった。 

 

（生活に影響を与えた記録的な大雪） 

北日本から西日本にかけての日本海側では、2011 年 12 月下旬と、2012 年１月下旬から２月に

かけては、強い寒気の影響によりたびたび大雪となった結果、ここ 10年間では 2006 年冬に次ぐ

積雪となった（第１－１－10図）。 

この大雪により、死者 130 名、負傷者 1907 名の人的被害が生じた。また、住居被害は、14 道

府県で住家全壊 13棟、住家半壊７棟、住家一部損壊 406 棟、床上浸水３棟および床下浸水 54棟

が生じた（いずれも 2012 年３月 29日現在）。この他、各所で道路の通行止めや鉄道・航空の運休

が相次いだ（第１－１－11表）。 

また、青森県では 2011 年度の除雪費が約 38億円と過去最高を記録するなど、地方財政にも大

きな影響を与えた（第１－１－12表）。 
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単位：㎝

2011年度 過去５年

(A) 平均(B)

北海道 349 350 -1 1.00

青森県 597 473 124 1.26

岩手県 478 304 174 1.57

宮城県 502 322 180 1.56

秋田県 439 359 80 1.22

山形県 900 597 302 1.51

福島県 802 581 221 1.38

栃木県 291 204 87 1.43

群馬県 404 294 111 1.38

長野県 393 305 89 1.29

新潟県 727 402 325 1.81

富山県 636 328 308 1.94

石川県 233 135 98 1.72

岐阜県 532 434 98 1.22

福井県 273 171 102 1.60

滋賀県 427 180 247 2.37

京都府 246 89 157 2.77

兵庫県 556 285 271 1.95

鳥取県 262 136 126 1.93

島根県 255 164 91 1.55

岡山県 263 166 98 1.59

広島県 518 389 129 1.33

山口県 181 112 69 1.62

全国平均 454 304 151 1.50

内地平均 462 300 161 1.54

（備考）国土交通省「今冬の大雪に係る地方自治体に対する道路除雪費の支援について」（2012年３月27日）別添資料。

第１－１－10図　2011年度の降雪状況について

道府県別累加降雪深
2012年３月22日

道府県 (A)-(B) (A)/(B)

※データは道路管理用に道府県で観測した積雪寒冷地域に

おける指定雪量観測点（１０３地点）の平均

※「過去５年平均」とは、2006～2010年度の平均値
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第１－１－11表 全国的な大雪に伴う公共交通機関等への被害状況について 

    2/2 11：00 時点 2/8 9：00 時点 2/17 9：30 時点 2/20 13：30 時点 

道

路 

高速道路 通行止め 30 路線 3 路線 3 路線 なし 

直轄国道 通行止め 3 区間 なし なし なし 

    2/2 14：00 時点 2/8 9：30 時点 2/17 10：00 時点 2/20 13：00 時点 

鉄道 運休 6 事業者 24 路線 2 事業者 4 路線 3 事業者 4 路線 2 事業者 3 路線 

    2/2 14：00 時点 2/8 9：30 時点 2/17 9：50 時点 2/20 13：50 時点 

空

港 

施設等 被害なし なし なし なし 

運行状況 欠航 約 46 便 7 便 15 便 なし 

    2/2 9：30 時点 2/8 9：30 時点 2/16 10：00 時点 2/20 13：30 時点 

バス 運休 30 事業者 41 路線 4 事業者 4 路線 6 事業者 6 路線 5 事業者 5 路線 

（備考）「今冬期の大雪等への対応に係る関係省庁連絡会議」における国土交通省提出資料より作成 
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2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

公共道路除雪費（千円） 1,752,000 2,025,000 2,475,000 1,272,000 1,707,000 1,637,264 1,650,000 1,443,922 2,999,283 1,660,258

県単道路除雪費（千円） 291,148 1,402,876 748,277 184,306 364,014 84,232 556,593 1,027,519 831,552 253,800

計（千円） 2,043,148 3,427,876 3,223,277 1,456,306 2,071,014 1,721,496 2,206,593 2,471,441 3,830,835 1,914,058

（備考）１．青森県「平成24年度除雪事業計画」より作成。

　　　　２．2012年度の数値は計画。

第１－１－12表　青森県除雪費の推移

 

 

（経済効果が期待されるローコストキャリア（格安航空会社）の就航） 

 本年は「航空中の運航・整備業務」、「空港業務サービス」、「客室業務サービス」、「営業販売手

法」、「マーケティング手法」、「事業戦略」といった航空会社の業務サービスを見直すことで安定

的な低コスト体制を実現するローコストキャリアの就航が相次いだ。2011 年２月にはピーチ、同

年８月にはエアアジアジャパン、９月にはジェットスターが設立され、各々運航を開始した。2012

年８月末現在で、国内線のみでも１日 32便の運航となっている（第１－１－13図）。 

 ローコストキャリアの価格体系は複雑であり、一概に比較はできないが、一例として 2012 年

10月12日現在で11月１日の成田→新千歳の既存の航空会社とローコストキャリアの価格を比較

すると（第１－１－14表）、正規の航空会社の運賃が 33,500 円となっているのに対し、ローコス

トキャリアの運賃は１万円以下となっていることがわかる。これを受けて東京から沖縄、北海道

への座席数も増加、選択の幅が広がったため潜在需要が顕在化し、北海道や沖縄などへの観光客

増加の一要因となっている。 
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第１－１－13図 格安航空会社の国内路線（１日当たりの往復便数） 

Ｐ社：ピーチ
Ｊ社：ジェットスター
A社：エアアジアジャパン

【関空⇔札幌】

Ｐ社 4便
Ｊ社 １便

【関空⇔長崎】
Ｐ社 ２便

【関空⇔鹿児島】
Ｐ社 2便

【関空⇔福岡】

Ｐ社 3便
Ｊ社 1便

【関空⇔沖縄】
Ｐ社 2便

【成田⇔札幌】

Ｊ社 4便
Ａ社 3便

【成田⇔関空】

Ｊ社 2便

【成田⇔福岡】

Ｊ社 3便
Ａ社 2便

【成田⇔沖縄】

Ｊ社 2便
A社 1便

 

（備考）各社ホームページより作成。 

成田→新千歳

日本航空 33,500円

全日空 33,500円

スカイマーク 10,000円

エアアジアジャパン 6,880円

ジェットスター 4,490～5,990円

(備考）１．各社ＨＰより作成。

　　　 ２．運賃額は2012年11月の最初の平日に設定されている大人一人あたり

　　　　　 普通運賃額（10/12現在）。

　　　 ３．３日前までの予約による割引を含んだ価格は、

　　　　　 日本航空（特便割引 ３）　26,500円

　　　　　 全日空（特割）　26,500円

　　　　　 スカイマーク（フリー ３）　8,800円

第１－１－14表　格安航空会社参入路線の運賃比較

 


